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公益財団法人 福島県産業振興センター

エネルギー・エージェンシーふくしま

代表 坂西 欣也
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エネルギー・エージェンシーふくしま
（EAF)の活動概要
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エネルギー・エージェンシーふくしま（EAF)の創設(2017年4月)

○ 新たな産業の集積を図るためには、コーディネート活動を通じた企業同士のコラボレーションを活
発にし、様々な企業による事業化プロジェクトが連続的に創出される環境を作り出すことが重要。

○ 事業化プロジェクトの組成のためには、より個別性、専門性が高いコーディネート活動を集中的・
機動的・継続的に行うことが必要。

○ このような活動は、公平性や継続性の観点から、県では十分な対応が困難であることから、再エネ
分野に特化したコーディネート活動を専門的・重点的に行う中核的組織を新たに立ち上げ、新規プロ
ジェクトの組成、企業ネットワーキング、販路開拓、海外展開等の支援を一元的・総合的に実施する
ことで、再エネ関連産業の集積を図る。

① 企業間のネットワーキング

約１０００社からなる再エネ研究会の運営を通じ、企業間のネット
ワークを構築し、セミナー開催等による情報共有、新規参入促進を図
る。

② 事業プロジェクトの創出

これまでの研究成果や大学・企業等のネットワークを有効活用し、集
中的なコーディネートにより、県内企業が参画する事業化プロジェクト
の創出を図る。

③ 販路開拓支援

『ＲＥＩＦふくしま』の開催や、展示会への出展支援等を通じ、県内
企業による再エネ関連分野における販路開拓・拡大を図る。

④ 海外連携の推進

ＮＲＷ州をはじめとした海外企業とのコーディネートを通じ、県内企
業の海外進出、外国企業の県内進出の促進を図る。
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セミナー、先進地視察、マッチング機会提供 参画企業チームによる事業化に向けた活動支援

令和６年度 福島県再エネ研究会 体制

研究会会員数：1047
（企業・団体等）

令和6年9月末

福島県再エネ研究会

会 長：福島県新エネルギー産業推進アドバイザー 服部 靖弘
副会長：株式会社クレハ 生産・技術本部

生産技術イノベーションセンター
プロセス開発部長 星 智弘 氏

副会長：株式会社東北村田製作所
代表取締役社長 有東 哲郎 氏

事務局：エネルギー・エージェンシーふくしま企画運営委員会
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◆「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021」+「再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラン（第4期）」の推進
◆再エネ推進ビジョンの目標である「再生可能エネルギー関連産業の集積」、「水素社会の実現」のための企業の活動を支援する。



販路開拓（国内展示会）
◆国内外の再エネ関連展示会に出展し、会員企業の販路開拓を支援

第1２回ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（REIFふくしま2023）
開催日時 ： 令和５年10月1２日～１３日
場 所 ： ビッグパレットふくしま
開催概要 ：

１ 出展者数・小間数 19１社・団体 212小間

２ 講演・セミナー・プレゼンテーション
① 基調講演 公益財団法人地球環境産業技術研究機構理事長 山地 憲治 氏
② オープニングセミナー 資源エネルギー庁 福島県 トヨタ自動車 伊藤聡子氏
③ 再生可能エネルギーセミナー 東北ネヂ、福島県地中熱協同組合、FOM、朝日ラバー、

IHI、山王
➃ 水素セミナー 東京大学先端科学技術研究センター教授 河野龍興氏

大林組、住友ゴム工業
⑤ 国際経済交流セミナー ドイツNRW州・ハンブルク州、スペインバスク州、デンマーク

（開催前日11日開催）
⑥ FREAセミナー FREA、朝日ラバー、ニコン、会津電力、産総研（風力、

太陽光）
⑦ 工業高校生向け企業プレゼンテーション ６社 4校 158名
⑧ ビジネスマッチング 風力・水素・太陽光の3分野 海外企業

      ⑨ FREA視察ツアー 12日、13日の2日間実施
※ タイアップセミナー 福島県再生可能エネルギー推進センターセミナー

３ 来場者数 ３,２８０名
[会期前日]
１１日(国際経済交流セミナー） 80人
[会期中]
1２日 1,700人
1３日 1,500人

◆国内展示会

◆令和６年２月２８日～３月１日
◆東京ビッグサイト東展示場第6ホール
◆福島県ブースを設置。
   県内企業６社 共同出展

◆令和６年１月31日～２月２日
◆東京ビックサイト東展示場
◆福島県コーナーを産総研FREA 
    ブース内に設置
◆展示会全体入場者 42,034人
福島県コーナー名刺交換者

118人

令和6年2月29日現在
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海外連携

令和6年2月29日現在
◆再エネ先進国であるヨーロッパの企業・研究機関との連携を支援

福島県の連携先は世界最先端の技術・ビジネスモデルを実現しています。

ドイツ NRW州

●バイオマス、エネマネ、
     地中熱、水素、その他

ドイツ ハンブルク州

●風力産業の集積地、
     水素にも注力

デンマーク王国

●風力、水素利用、地域熱供給
の先進地

スペイン バスク州

●風力産業の集積地、
エネルギーマネージメント先進地、水素
にも注力

◆海外企業のショーケースを活用した国際マッチングサイト（EAFホームページ上で開設中。）

マッチングサイトを通して、海外企業とのビジネス連携に関する
サポートを提供します。
※会員企業のマッチングのお申し込みを受け、EAFのスタッフが
   アレンジ、必要に応じ種々の支援をしています。
※海外企業向けのサービスも行っています。

Husum Wind 2023
（2023年9月）

風力エネルギー国際総合展
（2年に1度開催）

E-world2024
（2024年2月）

欧州最大のエネルギー見本市

REIF2023
（2023年10月）

ふくしま再生可能エネルギー
産業フェア

※福島県企業３社出展。
※4年ぶりに福島県ブースを出展。

※NRW州企業3社、バスク州企業
3社、ハンブルク州２社を招へい。

※福島県企業２社出展。
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EAFによる支援
◆プロジェクト構築
◆事業化の推進
◆ビジネスマッチング
（国内・海外）

再エネ研究会
事業化プロジェクトに認定

◆ 市場開拓・拡大
◆ 雇用創出・拡大
◆ 再エネ関連産業集積

◆ 新技術開発
◆ 海外連携
◆ 新事業創出

事業化プロジェクト活動

事業化プロジェクト
福島発の新技術・新商品や新たなビ
ジネスモデルを実現するプロジェクト

事業化WGとして推進
推進主体は企業グループ

企業が申請

専門コーディネータ
◆ハンズオン支援
◆人材育成
◆その他

再エネ事業への参入，事業の成長，国内外への展開を支援

風力 バイオマス エネルギー
ネットワーク

福島県の水素
産業を拡大する
プロジェクト

ふくしま風力発電関
連産業事業化WG

5社

地域主導型
ふくしま風力

O&M事WG

１２社

福島発
地中熱省エネ
事業化WG

5社

ふくしまスマート
コミュニティ・
コンソーシアム
（WG）

5社

6社

7社

福島県・独NRW
州小型木質バイ
オガス化事業化

WG

ふくしま発 小型分
散型メタン発酵
システム事業化PJ

風力メンテナンス事業など着々と成果

カーボン
ニュートラル
実現に向け

プロジェクト
募集中！

太陽光 水素

福島県の太陽光
O&M産業を拡大
するプロジェクト

現在立ち上げ中のプロジェクト
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⚫国の施策
➢「第6次エネルギー基本計画」では「2050年カーボンニュートラル」に向けた取組みの基本方針を設
定。連動して「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」について実行計画を策定すると
ともに、これに呼応した「福島新エネ社会構想」の第２フェーズを推進

⚫県の施策
➢「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021」に加え、「再生可能エネルギー先駆けの地アク
ションプラン（第４期）」では「再エネ導入拡大」、「再エネ関連産業集積」、「水素社会実現」、「持
続可能なエネルギー社会の構築」の４つの取組の柱を設定し、推進を図っている。

➢「ふくしまカーボンニュートラル実現会議（R5.6.1）」を設立し、県全体の地球温暖化対策の推進
母体を構築

ふくしま”がリードする再エネ・水素社会の実現!

福島新エネ社会構想 ～第２フェーズ～

●再エネと水素を柱に「更なる導入拡大」とともに「社会実装」を推進

など

⚫県全体の地球温暖化対策の
推進母体の構築

⚫ “CO2排出量の見える化”
の実施率100%を目指す



〇２０４０年頃を目途に、県内のエネルギー需要量の１００％以上に相当する量
のエネルギーを再生可能エネルギーで生み出す
〇再生可能エネルギーと水素関連産業を集積する

福島県の再生可能エネルギー導入目標と実績（原油換算）



福島県の再生可能エネルギーの導入状況（設備容量）

単位 MW 〇震災後、設備容量は10倍に増加
〇これまでは太陽光、バイオマスが拡大、次年度以降は風力が拡大する
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「福島県における再エネ・水素分野別の取組の方向性」のとりまとめ

福島県ホームページ： https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/497020.pdf

（※）重要な「県内市場規模」は、再エネ推進ビジョン2021および民間シンクタンクの試算方法を基に算出

⚫ 「福島県 2050 年カーボンニュートラル」実現に向けた産業面からのアプローチとして、福島県次世代産業
課が公開した、再エネや水素関連産業に関する県の長期戦略「今後の取組の方向性」を、再エネ産業
の状況変化は著しいことから、随時アップデート予定（最新版：2024.3.29更新） （※１）

研究会会員の
皆様のご意見
をお待ちしてお
ります!!

https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/497020.pdf
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〇福島県内メガソーラ－の発電出力は、導入支援施策の後押しもあり全国首位※1となった。
2023年11月時点で1,585MWとなった。※1出典:経済産業省電力調査統計

〇今後、次世代型太陽電池の関連技術開発が進むとともに、寿命を迎える既設置設備の更新に伴うリパワリング、廃棄等に伴い
リサイクル・リユース関連産業やO＆M事業を含みストック市場が拡大することが見込まれ、さらにPPAそして自家消費モデル市
場へと太陽光発電産業は次のステージへと拡大発展が期待される。

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成

◆再エネ研究会 「太陽光分科会(登録数：641)」

・県内企業による太陽光関連産業への新規
参入・販路拡大を目的とし2012年に創立

・太陽光関連分野専門家によるセミナーや
国内先進地視察などをタイムリーに開催

・会員企業による事業化ワーキンググループ
（サステナブル・ソーラーふくしま（SSF））活動

技
術
開
発

◆県内事業者に対する各種研究開発支援
・16件（2017年度～2023年度）

◆被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ
開発・事業化支援事業[FREA事業]
・67件（2013年度～2023年度）

人
材
育
成
支
援

◆太陽光発電や風力発電を主とする産総研
FREA最先端研究及び拠点化支援事業推進

◆同事業における太陽光の先進メンテナンスのデモ
と研修への新規参入企業の参加支援

太陽光発電関連産業分野の現状

◆手厚い行政補助など各種支援により導入件数が拡大

但し家庭用含め大半は10kw以下の小規模設備が占める

◆一方、導入容量の過半数はメガソーラーが占め国内最大
級のPV設備認定量と発電容量を誇る

◆発電事業者の多くは県外事業者であり、今後のオペレーショ
ン、O＆Mなどアセット管理を担う県内事業者は未だ少ない

福島県における太陽光導入および関連産業の特徴 県内産業育成に向けたこれまでの主な施策

太陽光発電導入「件数」 ※2 太陽光発電導入「容量」 ※2

※２： 資源エネルギー庁「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」から算出（2023年9月末時点）
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株式会社アサカ理研（郡山市）

■分子結合チタニアシリカを適用した太陽電池
モジュールの屋外発電量および信頼性評価

株式会社FEP（伊達市）ほか
■ドローンによる太陽光発電O&M事業
支援ソリューションの開発と実証研究

凡例：（H29～R5年度の支援実績）
■再生可能エネルギー関連技術実証事業（R3～：再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業）
■海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業 ■産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業
■被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業 ■地域復興実用化開発等促進事業

補助事業等を活用した最近の太陽光発電関連技術開発事例

太平洋セメント株式会社
（南相馬市）ほか
■総合リサイクルセンターの処理
   スキームの開発

株式会社クレハ（いわき市）
■ペロブスカイト組成物の性能・
   耐久性評価株式会社環境システムヤマノ（須賀川市）

■無電現地の再生可能エネルギーによる融雪実証実験

■単結晶Ｓｉを用いた融雪型太陽光パネルにおける高性能
   低コスト化技術の開発

日本カーネルシステム株式会社（郡山市）

■太陽光発電における高機能遠隔監視システムの開発

■Ｉ－Ｖ精密評価を有する現場ＰＶメンテ支援システム

■太陽光発電所の火災事故要因未然検知システム開発

■太陽光発電システムにおける直流地路検出装置の製品化

■次世代ＰＶ向けＩ－Ｖカーブトレーサの開発

■ＰＶ点検支援システムの検証と機能改良

■車載用ＰＶ計測システムの開発と評価

株式会社山王 (郡山市)

■銀めっきアクリル粒子の製造における事業化に向けた加工
   工程及び設備の確立等

■無電解Ａｇめっきアクリル樹脂粒子を分散材とした導電性
   フィルムを用いて作製した薄型太陽電池セルでの信頼性評価

三菱ケミカル株式会社（いわき市）

■高効率太陽電池セル及び高電圧対応の封
止材用架橋助財開発

クニミネ工業株式会社（いわき市）

■粘土ガスバリア膜を用いた太陽電池
   バックシートの信頼性評価

〇福島県内事業者に対し、実証研究・実用化開発・海外連携など各種の事業化補助事業を推進している

AGCエレクトロニクス株式会社（郡山市）

■結晶シリコン型太陽電池電極ペースト用ガラス
   フリットの改善・高性能化

■高性能・高接着強度実現に向けた結晶シリコン型
太陽電池電極ペースト用ガラスフリットの開発

© 2024 Fukushima Prefecture , Energy Agency.Fukushima

ケミプロ化成株式会社（田村市）

■ペロブスカイト太陽電池信頼性向の
   ための新規キャリア輸送材料の開発

藤倉コンポジット株式会社
（南相馬市）
■太陽電池モジュール用材料の表面処理
   技術の研究

株式会社エディソン（郡山市）
■太陽光パネルの新しい設置形態と
   リユース蓄電池EMSの開発実証
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風力発電関連産業の現状

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成

◆再エネ研究会 「風力分科会(登録数：459)」

・県内企業による風力関連産業への新規参入・
販路拡大を目的とし2012年に創立

・セミナーや国内先進地視察、ビジネスマッチング
などをタイムリーに開催

・会員企業による事業化ワーキンググループ活動

技
術
開
発

◆県内事業者に対する各種研究開発支援
・31件（2017～2023年度）

◆被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ
開発・事業化支援事業[FREA事業]
・24件（2013～2023年度）

人
材
育
成
支
援

◆資格取得支援実績
・ 20件（2019～2023年度）

◆FREA最先端研究・拠点化支援事業
・風力発電の高度メンテナンス技術・
人材育成拠点の形成（2021年度～）

福島県における風力発電導入の状況 県内産業育成に向けたこれまでの主な施策
双
葉
北
部
送
電
ル
ー
ト

阿
武
隈
北
部
送
電
ル
ー
ト

大熊開閉所
（福島第一原子力
発電所構内）

下江井
29.0MW

谷津田
39.5MW

両竹
4.9MW

渋川
20.0MW

村上福岡
27.0MW

葛尾
15.0MW

阿武隈第四
20.0MW 阿武隈第三

37.5MW

阿武隈第二
52.5MW

阿武隈第一
37.6MW

毛戸貝之塚
19.8MW

大中合
16.0MW

大津辺
16.0MW

鬼太郎山
40.7MW

神楽山
61.1MW

阿武隈南
89.2MW

■事業一覧（R3.7末現在）

井田川
27.0MW

酒井第一
20.0MW

酒井第二
16.0MW

補助事業
（採択済）

通常事業

南いわき開閉所

上川内
6.9MW

【共用送電線事業】

◆行政支援による
共用送電線の整備により、
系統接続の問題を解消し、
再エネ導入が加速している

【阿武隈風力発電事業】

◆県が発電事業者を公募
し、約360MW（108
基）の風力発電事業に
対し支援を実施。2025
年度以降、順次運転開
始予定

◆事業者と協力し、環境
影響評価手続の一部を共
同実施するなど、事業開
発の初期段階から県が主
体的に関与している

※出典：県エネルギー課

〇共用送電線事業および阿武隈風力発電事業の推進により、再エネ導入拡大を図っており、全国でもトップク
ラスの陸上風力発電設備の導入が見込まれている。総発電容量約14万7千キロワットの阿武隈風力発電事
業のウィンドファーム建設が2022年4月から開始され、2025年の運転開始を目指す。

    

〇これに伴い、部材供給だけでなく、風力Ｏ＆Ｍ事業に参入する新規企業が増加傾向にある。

－共用開始

－整備中



株式会社誠電社（福島市）
■風力発電機増速機用オイル交換設備
実証研究事業

■大型風車用油圧トルクレンチの計量作
業性向上実証研究

凡例：（H29～R5年度の支援実績）
■再生可能エネルギー関連技術実証事業（R3～：再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業）
■海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業
■産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業
■被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業 ■地域復興実用化開発等促進事業

県補助事業等を活用した主な風力発電関連技術開発事例

株式会社会津ラボ（会津若松市）
■風力発電設備耐雷性試験へのドローン
活用に関する研究開発

東北ネヂ製造株式会社（いわき市）
■欧州風力メーカーのニーズに適応した改
良オースフォーム／ミクロ制御技術による
太径ボルトの評価

■大型風力発電プロジェクト向け耐疲労性
   を考慮した太径タワー連結ボルトの実用
   化開発

株式会社朝日ラバー（白河市）
■全天候型プラズマアクチュエータの製品化
に向けた開発・実証実験

■風力発電用保護シート・シェルの製品化
に向けた開発・実証事業

■全天候型プラズマアクチュエータの荷重変
動緩和の特性評価

株式会社福島三技協 （福島市)
■大型風力発電用ブレードに内装されてい
  る雷対策用接地線の断線確認実証
■ドローンを使った大型風力発電用ブレード
に内装されている雷対策用設置線の断線

   点検実用化

バックス情報システム株式会社
（いわき市）
■無線通信制御方式改善による電池寿
命延命化の実証

会川鉄工株式会社（いわき市）
■風力発電の急速な大型化に伴う高強度、
高耐久大型タワーの国産化に向けた実

   用化開発

〇福島県内事業者に対し、実証研究・実用化開発・海外連携など各種の事業化補助事業を推進している

福島発電株式会社（福島市）
■大規模風力開発に資する複雑地形風
況アセスメント技術開発

株式会社北拓（いわき市）
■風力大量導入を支える被災地発ウィン
ドファーム安定運用支援技術の開発

アルプスアルパイン株式会社
（いわき市）
■応力発光技術による非接触異常検知
技術を搭載した風車点検ドローンの開

   発・実証

藤倉コンポジット株式会社（南相馬市）
■風力発電機用ブレード保護シートの改良
■風力発電機用ブレード保護シートの設計法開
発

■薄型風力発電機用ブレード保護シートの開発

株式会社東日本計算センター
（いわき市）
■風況調査及び風車翼高度点検用ド
   ローンシステムの開発・実証
■風力発電事業における「カイトシステム」
   による風況調査 株式会社富士ピー・エス（いわき市）

■ハイタワー化と浜通り地域サプライチェーン
   構築を可能にする風力ハイブリッドタワー
   の実用化開発
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〇福島県においては、FH2RやFREAによる研究開発をはじめとした、技術力や産業としての機運を「たかめる」取組
が行われているほか、大手企業による「つくる」「はこぶ・ためる」「つかう」といった水素サプライチェーン構築のための
実証事業が進められている。

    

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成

◆再エネ研究会 「水素分科会(登録数：291)」
・県内企業による水素関連産業への新規参入・販路拡
大を目的とし平成30年に創立
・水素関連分野専門家によるセミナーや国内先進地視察
などをタイムリーに開催
・大手メーカーとのビジネスマッチングを実施

◆チームやぶき・水素関連産業新規参入WG
・大手企業へのアプローチや地元への普及啓発等活動中

◆F-REI、福島大学水素エネルギー総合研究所との連携

技
術
開
発

◆県内事業者に対する各種研究開発支援
・17件（2017～2023年度）

◆被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ
開発・事業化支援事業[FREA事業]
・9件（2017～2023年度）

人
材
育
成
支
援

◆産総研FREAにおける産業人材育成

◆伴走支援型人材育成の実施

◆メンテナンス人材育成に対して補助

福島県における水素関連産業の現状

福島県における水素関連産業の特徴 県内産業育成に向けたこれまでの主な施策

◆『福島新エネ社会構想』、『2050年カーボンニュートラルに
伴うグリーン成長戦略』の後押しを受け、福島県内では全国
に先駆けた水素社会の実現に向けた取組が進められている。

そうまIHIグリーンエネルギーセンター
水素を活用したCO2フリーの循環型
地域社会づくり

定置式水素ステーション（整備予定： ）
※2024.2現在

※他にも地元企業・大手企業による実証事業が多数進行中

◆官民連携の研究会・協議会を組織する自治体も現れてお
り、水素社会の実現に向けた機運が高まっている。

◆県内では、大手企業による水素サプライチェーンの構築に
向けた実証事業が多数進められているが、現時点では市場
として未成熟。また、県内事業者の参画は限定的。

◆現状では技術力・経験・資格・人材等課題が多く、水素
関連分野に取り組む県内事業者が未だ少ないのが課題。

(提供：IHI)

産総研
FREA

水素チームによる
最先端研究

(提供：FREA)

燃料電池自動車県内登録台数：446台
※2024.2末時点、東北地区1位

移動式水素ステーション

再エネを活用したP2G実証 等

福島水素エネルギー研究フィールド

燃料電池バス県内登録台数：3台
※2023.3時点（予定含）

燃料電池セル転用の水電解装置導
入と工場ガス炉での水素自家消費

カーボンニュートラルポート(CNP)の推進

水素をプロパンガスに混合させ供給
する実証

製造工程に水素ボイラー
を導入し、PVも活用し
た「カーボンニュートラ
ルタイヤ」を製造

製造工程に用いるバーナー燃料の
一部を、天然ガスから水素に置換



株式会社クレハ（いわき市）
■再エネ由来等水素と煙道排ガス・廃熱の

総括利用機構実用化実証
凡例：（H29～R5年度の支援実績）

■再生可能エネルギー関連技術実証事業（R3～：再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業）
■福島県脱炭素関連技術開発事業化可能性調査事業
■海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業 ■産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業
■被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業 ■地域復興実用化開発等促進事業

県補助事業等を活用した主な水素関連技術開発事例

株式会社山王（郡山市）

■水素キャリア（MCH）からの水素取り出し

技術の確立

■電解めっきによる金属複合水素透過膜（多
孔質金属支持体と貴金属水素透過膜の複
合膜）の開発とその評価

■水素製造装置における水素精製用めっき水
素透過膜の実用化

日工産業株式会社（郡山市）ほか

■再生可能エネルギー輸送における気液移送
配管の無溶接継手の開発実証

株式会社日立製作所 （郡山市)ほか

■大型再生可能エネルギー導入促進向け次世
代コジェネシステムの実証

株式会社IHI（相馬市）
■再生可能エネルギー活用による水素製造

システム実用化開発

■再生可能エネルギーを利用したメタンの製
造および有効利用事業

〇福島県内事業者に対し、実証研究・実用化開発など各種の事業化補助事業を推進している

東光電気工事株式会社（福島市）

■再生可能エネルギーによるグリーン水素の
生成と実証研究事業

相馬ガス（南相馬市）
■ガス機器における水素混合LPガスの

逆火・失火特性の解明

堺化学工業株式会社（いわき市）

■水素貯蔵のための新規アンモニア合成

触媒の開発株式会社大和三光製作所 （矢吹町)ほか

■下水汚泥からの直接水素製造プラント実証研究

株式会社二光製作所（平田村）

■アンモニア専焼ガスタービンの量産化

日東紡績株式会社（福島市）

■製造工程に用いるバーナー燃料の一部を、

天然ガスから水素に置換

株式会社ロボデックス（浪江町）
■次世代型ドローンパーソナルユースに
向けた小型容器高圧水素充填の技術
開発を基軸とした、クリーン水素利活用
による未来社会への貢献



エネルギー・環境・リサイクル関連産
業推進事業
・セミナー
・事業化ワーキンググループ

◆本事業では、「ふくしまエネルギー・環境・リサイクル関連産業研

究会」の活動（セミナーの開催等）を通じた産学官のネットワー

ク構築や、地元企業が行う地域復興に資する実用化開発への

支援に加え、新規参入、事業化、販路拡大までを専門のコー

ディネート機関による一体的・総合的な支援を行うほか、エネル

ギー・環境・リサイクル分野の企業誘致を図るなど、関連産業の

集積を推進します。

事業内容・イメージ事業の背景

◆福島県では、これまで、「福島イノベーション・コースト構想」にお

いて「エネルギー・環境・リサイクル」を重点分野の一つとして掲げ、

浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル産業の構築に

向け、産学官のネットワークの構築や地域復興に資する実用化

開発を推進しています。

◆また、国は「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」を策定し、「蓄電池産業」、「カーボンリサイクル産業」、「資

源循環関連産業」などの分野が重点分野として盛り込まれたとこ

ろであります。

◆このような動きをより加速し、経済と環境の好循環から東日本

大震災の復興につなげていくため、エネルギー・環境・リサイクル関

連産業の創出と企業誘致に向けた取組を強化する必要があり

ます。

関連産業集積に向けたロードマップ

風力発電設備
リサイクル

【想定される事業化プロジェクト】

太陽光パネル
リサイクル

二次電池
リサイクル

バイオマス廃棄物
リサイクル

共同事業
プロジェクト

共同事業
プロジェクト

県内企業

県外企業

委託

福島県

専門のコーディネート
機関

県内企業

県内企業

企業
誘致

セミナーの開催

事業化ＷＧの立ち上げ

事業化WGへの支援

産学官のネットワーク構築

取組 R4 R5 R6 R7以降

実用化開発
（県補補助金）

自社開発

事業化・製品化・販路拡大

企業誘致（企業立地課との連携）

関
連
産
業
の
集
積

支援 支援

エネルギー・環境・リサイクル関連産業推進事業

17
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１．2030年以降の脱化石資源へのロードマップを明示

２．福島県の再エネ・水素分野の実証・実用化の加速

と国内外へのビジネスモデル展開

３．EAFを活用した福島県の産学官民等のネットワーク

構築と国内外の企業・大学・研究機関との連携

４．2040年の福島県再生可能エネルギー100％達成と

日本の2050年カーボンニュートラル実現への貢献

18

結び（今後に向けて）
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